
主な根拠及び関係法令
▼松山市条例・規則

省略表記

規則第25号
松山市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に
関する法律施行細則

-

条例第51号
松山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に
関する基準を定める条例

設備運営基準条例

規則第64号
松山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に
関する基準を定める条例施行規則

-

省略表記

法律第77号
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律

法

政令第203号
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律施行令

-

内閣府・文部科学
省・厚生労働省第2
号

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律施行規則

施行規則

内閣府・文部科学
省・厚生労働省第1
号

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する
基準

-

内閣府・文部科学
省・厚生労働省告示
第1号

幼保連携型認定こども園教育・保育要領 教育・保育要領

法律第26号 学校教育法 学校教育法

文部省令第11号 学校教育法施行規則 学校教育法施行規則

法律第56号 学校保健安全法 学校保健安全法

文部省令第18号 学校保健安全法施行規則 学校保健安全法施行規則

平成26年6月4日

正式名称

平成26年7月11日

平成26年10月27日

▼関係法令、告示等

交付年月日

幼保連携型認定こども園　指導監査（施設監査）の主な着眼点

交付年月日 正式名称

平成27年3月31日

平成18年6月15日

平成26年7月2日

平成26年4月30日

平成29年3月31日

昭和22年3月31日

昭和22年5月23日

昭和33年4月10日

昭和33年6月13日



法律186号 消防法 消防法

自治省令第6号 消防法施行規則 消防法施行規則

法律57号 個人情報の保護に関する法律 個人情報保護法

厚生省令第63号 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 最低基準

法律第49号 労働基準法 労働基準法

厚生省令第23号 労働基準法施行規則 労働基準法施行規則

法律第57号 労働安全衛生法 労働安全衛生法

労働省令第32号 労働安全衛生規則 労働安全衛生規則

法律第76号 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律 パート・有期労働法

法律第76号
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する
法律

育休介休法

法律第132号
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の
充実等に関する法律

労働施策総合推進法

省略表記

児発第669号 児童福祉施設等における衛生管理の強化について（抄）別添 -

社援施第65号 社会福祉施設における衛生管理について -

児企第16号
児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防
について

児企第16号通知

 雇児発第488号、社
援発第1275号、老発
第274号

「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉
施設に対する指導監督の徹底について」

雇児発第488号通知

正式名称

平成9年6月30日

交付年月日

昭和23年12月29日

平成13年7月23日

昭和39年8月1日

平成9年3月31日

平成15年5月30日

昭和22年4月7日

▼関係通知等

昭和22年8月30日

昭和47年6月8日

平成3年5月15日

昭和41年7月21日

昭和47年9月30日

平成5年6月18日

昭和36年4月1日

昭和23年7月24日



雇児発第0120001
号・障発第0120005
号

児童福祉施設等における衛生管理等について 衛生管理等通知

健発第0222002号・
薬食発第0222001
号・雇児発第
0222001号・社援発
第0222002号・老発
第0222001号

社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 感染症等発生時報告通知

事務連絡 児童福祉施設における食事の提供ガイド 食事の提供ガイド

府政共生第1104号・
26文科初第891号・
雇児発1128第2号

幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営に関する
基準の運用上の取扱いについて

運用上の取扱い

府子本第391号・27
初幼教第28号・雇児
保発1207第1号

子ども・子育て支援新制度における指導監査等の実施について -

事務連絡
子ども・子育て支援法等の施行に伴う幼保連携型認定こども園の建築
基準法上の取扱い等について

-

消防予第1号
新たに消防法施行令別表第一に規定される幼保連携型認定こども園の
運用について

-

府政共生第351号・
26初幼教第39号・雇
児総発0331第1号・
雇児職発0331第2
号・雇児保発0331第
2号・雇児母発0331
第7号

子ども・子育支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律によって新たに第二種社会福祉事業として
位置付けられた事業について

-

事務連絡 幼保連携型認定こども園における健康診断について -

府子本第373号・27
文科初第1136号・雇
児発1207第1号

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律に基づく幼保連携型認定こども園に対する指導監査について

府子本第373号通知

府子本第448号・27
文科初第1183号・雇
児発0118第3号

幼保連携型認定こども園における食事の外部搬入等について 食事の外部搬入等通知

平成17年2月22日

平成16年1月20日

平成22年3月31日

平成26年11月28日

平成28年1月18日

平成27年2月13日

平成27年3月31日

平成27年12月7日

平成27年10月1日

平成27年2月20日

平成27年12月7日



府子本第192号・27
文科初第1789号・雇
児保発0331第3号

教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガ
イドラインについて

事故防止及び対応ガイドライン

府子本第193号
「第3次食育推進基本計画」に基づく幼保連携型認定こども園における
食育の推進について

-

28障第807号 社会福祉施設等における防犯対策点検項目のガイドライン -

28長第708号 社会福祉施設等における非常災害対策計画の点検・見直しガイドライン 県災害対策計画ガイドライン

府子本第229号・28
文科初第1859号・雇
児発0331第28号

幼保連携型認定こども園教育・保育要領の全部を改正する告示の公示
について

-

生食発0616第1号 大量調理施設衛生管理マニュアル 生食発0616第１号

府子本第315号・29
初幼教第17号・子保
発0330第3号

幼保連携型認定こども園園児指導要録の改善及び認定こども園こども
要録の作成等に関する留意事項等について

-

子母発第0329第2号 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定について 支援ガイド

健発0121第7号 食事による栄養摂取量の基準の一部改正について 食事摂取基準

子発0331第1号・障
発0331第8号

児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について 食事の提供援助及び指導通知

子母発第0331第1号 児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について 食事計画通知

日本食品標準成分表2020年版（八訂） 食品成分表

三府省事務連絡
保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部におけるバス
送迎に当たっての安全管理の徹底について（再周知）

安全管理事務連絡

府子本第1107号
「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律施行規則」等の一部改正について

-

府子本第386号・4文
科初第2796号・子発
0331第8号

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律に基づく幼保連携型認定こども園に対する指導監査について」の
一部改正について

-

令和2年3月31日

令和2年3月31日

令和2年1月21日

平成31年3月29日

平成29年3月31日

平成28年11月1日

平成28年3月31日

平成29年6月16日

平成30年3月30日

平成28年10月31日

平成28年4月1日

令和4年9月6日

令和5年3月31日

令和4年12月26日

令和2年12月25日



重点事項 着眼点 根拠法令等

Ⅰ

1

(1) 学級編成
満3歳以上の園児は、学級を編成し、原則1学級35人以下で同じ年齢に
ある園児としているか。

設備運営基準条例第4条、運用上の取扱
い1

(2) 園長
園長を配置し、施行規則（第12条、第13条）の規定する資格要件を満た
しているか。

法第14条第1項

(3) 副園長又は教頭
配置するよう努めているか。（努力義務）
配置している場合は、園長と資格要件を満たしているか。

設備運営基準条例第5条第5項、施行規
則第14条

(4) 保育教諭

保育教諭（幼稚園教諭普通免許状と保育士登録の両方を有する者）を
配置しているか。
※令和6年度末までは、どちらかを有している場合、保育教諭とみなすこ
とができる。

法第14条第1項、第15条第1項、附則第5
条第1項

(5)
主幹養護教諭、養護
教諭、養護助教諭、
事務職員

配置するよう努めているか。（努力義務） 設備運営基準条例第5条第5項

(6) 学級担任

主幹保育教諭、指導保育教諭又は保育教諭を各学級ごとに1人以上配
置しているか。
※保育教諭等は、専任の副園長若しくは教頭が兼ねることができる。
※学級数の1/3の範囲内で専任の助保育教諭若しくは講師に代えるこ
とができる。

設備運営基準条例第5条第1項、第2項

○ (7)
教育及び保育に直接
従事する職員の数

園児の教育・保育に直接従事する職員の数は常時2人以上で下記の園
児の年齢に応じて配置しているか。

・満1歳未満の園児：おおむね3人につき1人
・満1歳以上満3歳未満の園児：おおむね6人につき1人
・満3歳以上満4歳未満の園児：おおむね20人につき1人
・満4歳以上の園児：おおむね30人につき1人

※乳児の有無にかかわらず、保健師、看護師、准看護師を1人に限り保
育教諭等とみなすことができる。（要件あり）

設備運営基準条例第5条第3項、附則第
11項、第12項、運用上の取扱い2(1)

(8) 調理員
調理員を配置しているか。（ただし、調理業務の全部を委託する施設に
あっては、調理員を置かないことができる）

設備運営基準条例第5条第4項

(9) 学校医 学校医を配置しているか。 法27条、学校保健安全法第23条

幼保連携型認定こども園　指導監査（施設監査）の主な着眼点
項目

教育・保育環境の整備に関する事項

学級編成及び職員配置の状況



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(10) 学校歯科医 学校歯科医を配置しているか。 法27条、学校保健安全法第23条

(11) 学校薬剤師 学校薬剤師を配置しているか。 法27条、学校保健安全法第23条

2

(1) 認可定員
原則として、認可定員の範囲内で、園児の受け入れを行っているか。
（基準を遵守したうえで、利用定員に対する弾力的な受け入れは可能）

－

(2) 入園資格
満3歳以上の子ども及び満3歳未満の保育を必要とする子ども以外の者
が入園していないか。

法第11条

3

○ (1) 園舎

①原則として2階建て以下か。3階建ての場合は、要件を満たしている
か。
②乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所（以下、保育室等）は1階
に設けているか。　（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を満た
す場合の例外あり）
③3階以上に設置する保育室等は3歳未満児の園児の保育の用に供し
ているか。（一部例外規定あり）
④園舎と園庭は、原則として同一敷地内又は隣接されているか。
⑤次に掲げる（ア）と（イ）を合算した面積以上を有しているか。
（ア）1学級：180㎡、2学級以上：320+100（学級数-2）
（イ）満3歳未満児に必要な乳児室・ほふく室・保育室又は遊戯室の合計
面積
　以下の面積にそれぞれ園児数に乗じて得た面積の合計
　　・満2歳未満のほふくしない子ども：1.65㎡（乳児室）
　　・満2歳未満のほふくする子ども：3.3㎡（ほふく室）
　　・満2歳以上園児：1.98㎡（保育室又は遊戯室）

※ただし、幼稚園又は保育所から移行する場合は特例措置あり

設備運営基準条例第6条第6項、第13条
第1項（準用：最低基準第32条第8号）、附
則第4条、運用上の取扱い3(2)

○ (2) 園庭

次に掲げる面積を合算した面積以上あるか。
①次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積
（ア）2学級以下：330+30×（学級数-1）、3学級以上：400+80×（学級数-
3）
（イ）3.3㎡に満3歳以上の園児数を乗じた面積
②3.3㎡に満2歳以上満3歳未満の園児数を乗じた面積

※ただし、幼稚園又は保育所が移行する場合は特例措置あり。

設備運営基準条例第6条第7項、附則第4
条

園舎に備えるべき設備や定期的な修繕改善等

認可定員の遵守状況



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(3) 設備の種類

次に掲げる設備を備えているか。
①職員室
　・保健室との兼用可。
②乳児室又はほふく室
　・満2歳未満の保育を必要とする子どもを入園させる場合のみ。
③保育室
　・遊戯室との兼用可。
　・3歳以上の園児に係るものは、学級数を下回ってはならない。
④遊戯室
　・保育室との兼用可。
⑤保健室
　・職員室との兼用可。
⑥調理室
　・3歳以上児に係る食事の提供を外部搬入で行う場合は、調理室の代
わりに調理設備で可。
　・園内での調理対象となる園児数が20人以下の場合は、調理室の代
わりに調理設備で可。
⑦便所
⑧飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備
　・飲料水用設備は、手洗用設備及び足洗用設備と区別されているか。

設備運営基準条例第7条第1項～第5項

(4) 設備の面積

各設備の面積が、それぞれ以上有しているか。
①乳児室：1.65㎡×満2歳未満のほふくをしない園児数
②ほふく室：3.3㎡×満2歳未満のほふくをする園児数
③保育室又は遊戯室：1.98㎡×満2歳以上の園児数

※ただし、幼稚園が移行する場合は特例措置あり

設備運営基準条例第7条第6項

(5)
備えるよう努める設
備

次の設備を備えるよう努めているか。（努力義務）
・放送聴取設備
・映写設備
・水遊び場
・園児清浄用設備
・図書室
・会議室

設備運営基準条例第7条第7項

(6) 園具及び教具
学級数及び園児数に応じて、必要な種類及び数の園具及び教具を備え
ているか。また、常に改善し、補充しているか。

設備運営基準条例第8条



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(7) 掲示
建物又は敷地の公衆の見えやすい場所に、幼保連携型認定こども園で
ある旨を掲示しているか。

設備運営基準条例第11条

4

(1) 教育週数及び時間
毎学年の教育週数は、特別の場合を除き39週を下回っていないか。ま
た、1日当たりの教育時間は4時間とし、園児の心身の発達の程度、季
節等に適切に配慮されているか。

設備運営基準条例第9条第1項第1号、第
2号

(2) 保育時間

保育を必要とする子どもに該当する園児に対する教育及び保育の時間
（満3歳以上の保育を必要とする子どもに該当する園児については、教
育時間を含む。）は、1日8時間を原則とし、園児の保護者の労働時間そ
の他家庭の状況等を考慮して、園長が定めているか。

設備運営基準条例第9条第1項第3号、第
2項

(3) 開園日時
開園日は、日曜及び国民の祝休日を除いた日を原則としているか。ま
た、開園時間は11時間を原則としているか。

運用上の取扱い4(1)

5

○ (1)
職員の知識及び技術
の向上

職員は、常に自己研鑚に励み、幼保連携型認定こども園の目的を達成
するために必要な知識及び技能の習得、維持及び向上に努めている
か。（努力義務）

設備運営基準条例第13条（準用：最低基
準第7条の2第1項）

○ (2) 研修機会の確保 職員の資質の向上のために、研修の機会を確保しているか。
設備運営基準条例第13条（準用：最低基
準第7条の2第2項）

○ (3) 自己評価
教育及び保育並びに子育て支援事業の状況その他の運営の状況につ
いて、自ら評価を行い、その結果を公表するよう努めているか。（結果の
公表は努力義務）

法第23条、施行規則第23条

(4) 外部評価

自己評価の結果を踏まえた当該幼保連携型認定こども園の園児の保
護者その他の当該幼保連携型認定こども園の関係者（当該幼保連携型
認定こども園の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表するよ
う努めているか。（努力義務）

施行規則第24条

(5) 第三者評価
当該幼保連携型認定こども園における教育及び保育等の状況その他
の運営の状況について、定期的に外部の者による評価を受けて、その
結果を公表し、常にその改善を図るよう努めているか。（努力義務）

施行規則第25条

教育・保育を行う期間・時間

職員の確保・定着促進及び資質向上の取組



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

就業規則等、必要な規程類が整備されているか。 労働基準法第89条

職員への周知が行われているか。 労働基準法第106条

(7) 労使協定
労働基準法第24条の労使の協定が締結されているか。また、第36条の
労使の協定が締結され、労働基準監督署への届出が行われているか。

労働基準法第24条、第36条

職員の採用時に（労働契約の締結に際し）、労働条件を明示している
か。

労働基準法第15条

非常勤職員（短時間労働者）の採用又は契約更新時に、労働条件を明
示しているか。

労働基準法施行規則第5条
パート・有期労働法第6条

(9) 労働者名簿 労働者名簿が適正に整備されているか。 労働基準法第107条

給与規程等に従って運用されているか。
労働基準法第89条
パート・有期労働法第8条、第9条

施設長等施設の幹部職員の給与が、当該施設の給与水準に比較して
極めて多額となっていないか。

雇児発第488号通知

各種手当が規定され、適正に支払われているか。

労働時間の状況を適切な方法で把握しているか。
労働安全衛生法第66条の8
労働安全衛生規則第52条の7の3

法定労働時間を超えて労働させていないか。 労働基準法第32条
変形労働時間制に関する労使協定が締結され、労働基準監督署への
届出が行われているか。

労働基準法第32条の2、第32条の4

(12)
時間外労働等に対す
る割増賃金の支給

時間外労働等に対し、割増賃金が適正に支給されているか。 労働基準法第37条

適正な有給休暇制度が導入されているか。 労働基準法第39条

就業規則等に従って運用されているか。 労働基準法第89条

適正な育児・介護休業制度が導入されているか。 育休介休法

育児・介護休業規程等に従って運用されているか。 育休介休法
(14) 育児・介護休業

○ (13) 年次有給休暇

○ (11) 労働時間

(10) 給与

(8) 労働条件の明示

(6) 就業規則等の整備



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

職員の健康診断（雇入時、定期）が適正に行われているか。
労働安全衛生法第66条
労働安全衛生規則第43条、第44条

衛生管理者や衛生推進者、産業医の設置等、適正な安全衛生管理体
制が整備されているか。

労働安全衛生法第12条、第12条の2、第
13条

(16) パワハラ防止措置
職場におけるパワーハラスメントを防止するために講ずべき措置がとら
れているか

労働施策総合推進法

Ⅱ

1

○ (1) 教育及び保育の目標

次に掲げる目標を達成する教育及び保育を行っているか。
①健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体
諸機能の調和的発達を図ること。
②集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や
身近な人への信頼感を深め、自主、自律及び協同の精神並びに規範意
識の芽生えを養うこと。
③身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対す
る正しい理解と態度及び思考力の芽生えを養うこと。
④日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を
正しく導くとともに、相手の話を理解しようとする態度を養うこと。
⑤音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と
表現力の芽生えを養うこと。
⑥快適な生活環境の実現及び子どもと保育教諭その他の職員との信頼
関係の構築を通じて、心身の健康の確保及び増進を図ること。

法第9条、教育保育要領第1章第1

(2) 教育及び保育の内容 幼保連携型認定こども園教育・保育要領の内容を遵守しているか。
法第10条第3項、教育・保育要領第1章第
2

○ (3) 全体的な計画の作成

教育基本法、児童福祉法、認定こども園法その他の法令並びに教育・
保育要領の示すところに従い、教育及び保育を一体的に提供するた
め、創意工夫を生かし、園児の心身の発達と幼保連携型認定こども園、
家庭及び地域の実態に即応した適切な教育及び保育の内容並びに子
育て支援等に関する全体的な計画を作成しているか。

教育・保育要領第1章第2-1

(4) 全体的な計画の意義

幼保連携型認定こども園における生活の全体を通して教育・保育要領
第2章に示すねらいが総合的に達成されるよう、教育課程に係る教育期
間や園児の生活経験や発達の過程などを考慮して具体的なねらいと内
容を組織しているか。

教育・保育要領第1章第2-1

教育・保育内容に関する事項

教育及び保育の内容並びに子育ての支援等に関する全体的な計画の作成

(15)
健康診断・安全衛生
管理体制



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(5)
教育及び保育のねら
いや内容並びに配慮
事項

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が、ねらい及び内容に基づく活
動全体を通して資質・能力が育まれている園児の幼保連携型認定こど
も園修了時の具体的な姿であることを踏まえ、指導を行う際に考慮して
いるか。

教育・保育要領第2章

(6) 記録状況 出席簿を作成し、園則、学校日誌等の表簿を備えているか。
施行規則第26条（準用：学校教育法施行
規則第25条、第28条）

2
①園児の発達に即して園児一人一人が乳幼児期にふさわしい生活を展
開し、必要な体験を得られるようにするために、具体的に作成されてい
るか。
②具体的なねらい及び内容を明確に設定し、適切な環境を構成すること
などにより活動が選択・展開されているか。
③活動が各時期にふさわしく展開されるように作成されているか。
④長期的に発達を見通した年、学期、月などにわたる長期の指導計画
やこれとの関連を保ちながらより具体的な園児の生活に即した週、日な
どの短期の指導計画を作成し、適切な指導が行われているか。
⑤様々な人やものとのかかわりを通して、多様な体験をし、心身の調和
のとれた発達を促すようにされているか。
⑥幼保連携型認定こども園における生活全体を通して、園児の発達を
踏まえた言語環境を整え、言語活動の充実を図っているか。

⑦園児の実態を踏まえながら、保育教諭等や他の園児と共に遊びや生
活の中で見通しをもったり、振り返ったりするよう工夫しているか。
⑧行事の指導に当たっては、幼保連携型認定こども園の生活の自然な
流れの中で生活に変化や潤いを与え、園児が主体的に楽しく活動でき
るようにしているか。
⑨視聴覚教材やコンピュータなど情報機器を活用する際には、幼保連
携型認定こども園の生活では得難い体験を補完するなど、園児の体験
との関連を考慮しているか。
⑩保育教諭等は、活動の場面に応じて、園児の人権や園児一人一人の
個人差等に配慮した適切な指導を行っているか。
⑪園児の行う行動については、職員全体による協力体制をつくりなが
ら、園児一人一人が興味や欲求を十分に満足させるよう適切な援助が
行われているか。
⑫幼保連携型認定こども園における生活は、家庭や地域社会と連続性
を保ちつつ展開されているか。
⑬地域や幼保連携型認定こども園の実態等により、幼保連携型認定こ
ども園間に加え、幼稚園、保育所等の保育施設、小学校、中学校、高等
学校及び特別支援学校などとの間の連携や交流を図っているか。

指導計画の作成と園児の理解に基づいた評価

教育・保育要領第1章第2-2○ (1) 指導計画



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(2)
障がいのある園児の
教育及び保育

障がいのある園児の指導に当たっては、集団の中で生活することを通し
て全体的な発達を促していくことに配慮し、適切な環境の下で、障害の
ある園児が他の園児との生活を通して共に成長できるよう、個々の園児
の障がいの状態などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組
織的に行っているか。

法第26条（準用：学校教育法第81条）、教
育・保育要領第1章第2-3

3

(1) 指導要録

園長は、在籍する園児の指導要録を作成し、園児が進学した場合や転
園した場合は、指導要録の写し等を進学先並びに転園先の園長等に送
付しているか。
また、指導要録及びその写しのうち、入園、卒園等の学籍に関する記録
は20年保存としているか。

施行規則第30条

4

(1) 子育て支援の内容

以下のいずれかの事業を実施しているか。
①地域の子どもや保護者の相互交流の場を開設し、保護者からの相談
に応じ必要な情報の提供や助言等を行う事業。
②地域の家庭で、保護者からの相談に応じ必要な情報の提供や助言等
を行う事業。
③保護者の疾病等により、家庭で保育されることが一時的に困難となっ
た地域の子どもにつき、認定こども園又はその居宅で保護を行う事業。
④地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と
援助を行うことを希望する民間団体又は個人との連絡及び調整を行う
事業。
⑤地域の子どもの養育に関する援助を行う民間団体又は個人に対する
必要な情報提供及び助言を行う事業。

法第2条第12項、第9条、施行規則第2条

(2) 地域社会との連携
子育て支援事業は、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で
行っているか。
地域の人材や社会資源の活用を図るよう努めているか。（努力義務）

設備運営基準条例第10条

5

(1) 虐待防止
職員による、障害児を含む児童に対する虐待等の未然防止及び発生時
の対応に関する措置を講じているか。

設備運営基準条例第13条（準用：児童福
祉施設設備運営基準条例第11条）

小学校教育との円滑な接続

子育て支援の内容及び家庭・地域社会との連携

職員による、園児に対する虐待その他その心身に有害な影響を与える行為の未然防止及び発生時の対応に関する措置



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

Ⅲ

1

(1)
学校保健計画の策
定

園児及び職員の健康診断、環境衛生検査、園児に対する指導その他保
健に関する事項について計画を策定し、これを実施しているか。

法第27条（準用：学校保健安全法第5
条）、教育・保育要領第3章第1

(2) 健康診断

①定期健康診断を入園時及び年2回（そのうち１回は6月30日までに）を
原則として実施しているか。
②検査項目は、学校保健安全法施行規則第6条第１項のうち第８号を除
く事項としているか。
③健康診断票を作成しているか。
④健診結果を保護者へ通知しているか。

法第27条（準用：学校保健安全法第13
条）、施行規則第27条（準用：学校保健安
全法施行規則第5条～第10条）、教育・保
育要領第3章第1

○ (3) 感染症対応 感染症対策が適切に行われているか。
教育・保育要領第3章第1、食事計画通
知、感染症等発生時報告通知、衛生管理
等通知

(4)
園児の心身の状態
等の観察等

①園児の健康状態や発育及び発達の状態について、定期的、継続的
に、また、必要に応じて随時、把握しているか。
②登園時及び在園時に園児の状態を観察し、何らかの疾病が疑われる
状態や傷害が認められた場合には、保護者に連絡するとともに、学校
医と相談するなど適切に対応しているか。

法第27条（準用：学校保健安全法第9
条）、教育・保育要領第3章第1

2

○ (1)
乳幼児突然死症候
群の防止

年齢に応じたブレスチェックなどのSIDSに関する防止策を講じている
か。

事故防止及び対応ガイドライン

○ (2)
施設及び設備の安全
点検

毎学期1回以上、園児が通常使用する施設及び設備の異常の有無につ
いて系統的に行っているか。また改善が必要な部分については改善を
行っているか。

法第27条（準用：学校保健安全法第27
条、第28条、学校保健安全法施行規則第
28条）、教育・保育要領第3章第3

○ (3)
学校安全に関する計
画

当該施設及び設備の安全点検、園児に対する通園を含めた園生活そ
の他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修その他学校に
おける安全に関する事項について計画を策定し、これを実施している
か。

法第27条（準用：学校保健安全法第27
条）、教育・保育要領第3章第3

健康の保持増進に関する取組状況

事故防止・安全対策に関する取組状況

健康・安全・給食に関する事項



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

○ (4) 安全対策

危険等発生時において当該施設の職員がとるべき措置の具体的内容
及び手順を定めた「危険等発生時対処要領」を作成しているか。
特に、、睡眠中、プール活動・水遊び中、食事中、自動車の運行等の場
面については、重大事故が発生しやすいこと等を踏まえ、ガイドラインを
踏まえるなどして、対策を講じているか。

法第27条（準用：学校保健安全法第29
条）、事故防止及び対応ガイドライン（事
故防止のための取組み：施設・事業者向
け）

安全管理について、以下の点が徹底されているか。
(1)子どもの欠席連絡等の出欠状況に関する情報について、保護者への
速やかな確認及び職員間における情報共有を徹底すること
(2)登園時や散歩等の園外活動の前後等、場面の切り替わりにおける子
どもの人数確認について、ダブルチェックの体制をとる等して徹底するこ
と
(3)送迎バスを運行する場合においては、事故防止に努める観点から、
運転を担当する職員の他に子どもの対応ができる職員の同乗を求める
ことが望ましいこと、子どもの乗車時及び降車時に座席や人数の確認を
実施し、その内容を職員間で共有すること等に留意いただくこと。
(4)「学校安全計画」「危機管理マニュアル」について、適宜見直し、必要
に応じて改定すること。

安全管理事務連絡

○ (5)
自動車を運行する場
合の所在確認

【自動車を運行する場合の所在確認・安全装置】
(1)自動車を運行する場合、児童の乗車及び降車の際に、点呼等により
児童の所在を確実に把握しているか。
(2)送迎用の自動車を運行する場合、ブザー等児童の見落としを防止す
る装置を設置し、降車時には児童の所在確認をしているか。（※安全装
置の設置は令和6年3月31日までの経過措置あり。）

※安全装置は「送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のガイ
ドライン」に適合する装置に限る。

法第27条（準用：学校保健安全法第29条
の2）、府子本第1107号

○ (6) 業務継続計画

(1)感染症や非常災害の発生時に備え、業務継続計画を策定し、必要な
措置を講じるよう努めているか（努力義務）
(2)職員に対し、業務継続計画を周知するとともに、必要な研修及び訓練
を実施するよう努めているか（努力義務）
(3)必要に応じて見直しているか。（努力義務）

設備運営基準条例第13条（準用：児童福
祉施設設備運営基準第12条）
児童福祉施設における業務継続ガイドラ
イン



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

○ (7)
重大事故の報告、再
発防止措置

(1)事故発生時には速やかに当該事実を都道府県知事等に報告してい
るか。
(2)死亡事故等の重大事故に係る検証が実施された場合には、検証結
果を踏まえた再発防止の措置を講じているか。

事故防止及び対応ガイドライン（事故防止
のための取組み：施設・事業者向け）

○ (8) 避難及び消火訓練 消火訓練及び避難訓練を年2回以上実施しているか。 消防法施行規則第3条第10項

○ (9) 防犯対策
外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の事態
に備え必要な対応を図っているか。

教育・保育要領第3章第3

○ (10)
防災安全対策（火
災）

①防火管理者を選任し届出を行っているか。
②消防計画を作成し、所轄消防署へ届出しているか。
③消防署の立入検査が行われ指示事項があれば改善しているか。
④消防用設備等の点検及び報告を行っているか。

消防法第4条、第8条、第17条の3の3、消
防法施行規則第3条、第4条、第4条の2の
4

○ (11)
防災安全対策（火災
以外）

～地震、津波、風水害、土砂災害～
①各災害別に利用者等の安全の確保のための体制及び避難方法を策
定し、施設に掲示しているか。（努力義務）
②災害発生時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、定期的に
職員等に周知しているか。（努力義務）
③避難、救出等の訓練を行っているか。
④災害発生時の必要な食糧、飲料水、医薬品等の備蓄に努めている
か。（努力義務）

県災害対策計画ガイドライン



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

3

(１) 食育の計画
①食事の提供を含む食育の計画を作成し、指導計画に位置付けるとと
もに、その評価及び改善に努めているか。（努力義務）
②食に関する環境に配慮しているか。

教育・保育要領第3章第2

(2) 食事計画

①子どもの実態把握を行い、食事摂取基準を活用した食事計画を作成
しているか。
②給与栄養量の目標を設定するよう努めているか。（努力義務）
③栄養状態の評価（子どもの発育状態の評価）を行い、給与栄養量を
定期的に見直すよう努めているか。（努力義務）

食事摂取基準、食事計画通知、食事の提
供援助及び指導通知

○ (3) 献立内容・食事

＜献立＞
①献立は、できる限り、変化に富み、利用乳幼児の健全な発育に必要
な栄養量を含有しているか。
②区分（離乳初期・離乳中期・離乳後期）ごとの離乳食の献立を作成し
ているか。
③食品の種類及び調理方法について栄養並びに利用乳幼児の身体的
状況及び嗜好を考慮しているか。
④季節感や地域性等を考慮し品質が良く、幅広い種類の食品を取り入
れているか。（努力義務）
⑤調理はあらかじめ作成された献立に従って行われているか。
＜食事＞
①３歳未満児の食事提供は、原則として自園調理で行われているか。
②保護者等に対する献立の提示等食に関する情報提供をするよう努め
ているか。（努力義務）
③摂取量、残食量等の把握により、その後の食事計画の改善に努めて
いるか。（努力義務）
④定期的に施設長を含む関係職員による情報共有を図り、食事計画・
評価を行っているか。（努力義務）

設備運営基準条例第13条（準用：最低基
準条例第14条第2項～第4項）、食事摂取
基準、食事計画通知、食事の提供援助及
び指導通知、食事の提供ガイド、支援ガイ
ド、食品成分表、事故防止及び対応ガイド
ライン、府子本第373号通知

給食の適切かつ衛生的な提供に関する取組状況

○ (4)
発育及び健康状況に
応じた配慮

①園児一人一人の心身の状態等に応じ適切に対応しているか。
③食物アレルギーの食事提供時に、誤配・誤食等の発生予防に努めて
いるか。（努力義務）
③施設内の職員は、子どもの状況を把握するよう留意するとともに、子
どもの異変時の対応等に備え 、 平素より危機管理体制を構築してお く
こと。
④個々人の発育・発達状況に基づき食事計画を立てているか。

教育・保育要領第3章第2、食事摂取基
準、食事の提供援助及び指導通知、支援
ガイド、食事計画通知、府子本第373号通
知



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(5) 食中毒対策 食中毒対策が適切に行われているか。

児企第16号通知、生食発0616第１号、食
事計画通知、食事の提供援助及び指導
通知、衛生管理等通知、府子本第373号
通知

（6） 検便の実施
調理従事者等は臨時職員も含め、月に1回以上の検便を受けている
か。

生食発0616第1号、府子本第３７３号通
知、労働安全衛生規則

(7) 食事の外部搬入

【満3歳以上児に対する給食の外部搬入を行う場合】
①受託者との契約が業務上必要な注意を果たし得る内容となっている
か。
②栄養士による必要な配慮が行われているか。
③受託者が業務を適切に遂行できる能力を有しているか。
④受託者が適時適切な対応を行うことができているか。
⑤受託者が食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めている
か。（努力義務）

食事の外部搬入等通知

(8) 調理業務委託

①給食の安全・衛生や栄養等の質の確保が図られているか。
②施設内の調理室を使用して調理させているか。
③栄養面での配慮がされているか。
④施設は、国通知で示されている業務を行っているか。
⑤受託業者は、国通知で示されている要件を満たしているか。
⑥契約内容は、国通知で示されている要件を満たしているか。

食事の外部搬入等通知、府子本第373号
通知

Ⅳ

(1) 苦情解決
苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じている
か。

設備運営基準条例第13条（準用：最低基
準第14条の3第1項）

(2) 園則

次に掲げる事項が園則に記載されているか。
①学年、学期、教育又は保育を行う日時数、教育又は保育を行わない
日及び開園している時間に関する事項
②教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項
③保護者に対する子育ての支援の内容に関する事項
④利用定員及び職員組織に関する事項
⑤入園、退園、転園、休園及び卒園に関する事項
⑥保育料その他の費用徴収に関する事項
⑦その他施設の管理についての重要事項

法施行規則第16条

その他



重点事項 着眼点 根拠法令等項目

(3) 個人情報の取扱い

①個人情報の取得に関し、適正に取り扱っているか。
・HP等への写真掲載など個人情報に関する同意書の取得
②個人情報の漏えいの防止等のための措置を講じているか。
・個人情報保護に関する規定の整備

法第13条第1項（準用：最低基準第14条
の2）、個人情報保護法第15～27条

※設備運営基準条例附則等による、経過措置及び特例の適用を受ける場合は、上記の限りではない。

雇児発第488号通知
物品の購入等については、競争入札や複数業者からの見積合わせ、市
場価格調査等により適正に行われているか。

(5) 契約

(4) 会計経理

会計諸帳簿と証憑書類が整備されているか。

雇児発第488号通知

内部牽制体制が確立され，適正に機能しているか。


